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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）金額は百万円未満を四捨五入して表示しています。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 91,373 △ 0.9 1,314 △ 36.2 1,094 △ 43.7
13年 9月中間期 92,181 △ 3.1 2,059 59.4 1,944 19.0
14年 3月期 185,153 3,951 3,817

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 1,429 63.1 10.92 -
13年 9月中間期 876 - 6.69 -
14年 3月期 436 3.33 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期   130,869,950 株　　　13年 9月中間期   130,875,030 株　　　14年 3月期   130,873,787 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 150,289 37,629 25.0 287.53
13年 9月中間期 168,875 37,427 22.2 285.98
14年 3月期 149,823 36,592 24.4 279.60
(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期   130,868,917 株　　　13年 9月中間期   130,875,007 株　　　14年 3月期   130,870,759 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 3,976 △ 2,450 △ 1,437 7,999
13年 9月中間期 4,661 5,118 △ 4,611 16,175
14年 3月期 9,189 3,179 △ 15,591 7,834

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  17　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）3　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 185,500 3,000 2,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   15 円 28 銭 

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の５ページをご参照ください。
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    １１１１    企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況    
 
当グループは、当社、子会社３３社及び関連会社４社で構成され、繊維板、木質内装建材、住宅機器等の製造販売を主な内容として

事業活動を展開している。 

当グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。 

 

住宅・建設資材関連事業 

繊維板 … 当社が製造し販売するほか、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東海ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、山

陰ダイケン(株)においても販売している。又、(株)ダイタックでは繊維板を加工し、畳として販売し

ており、ダイライト(株)ではＶＳＦ(ダイライト)を、DAIKEN SARAWAK SDN.BHD.では、ＭＤＦを製造し

ている。 

繊維板製造工場の一つである岡山工場は、三興不動産(株)より工場敷地を賃借している。 

 

木質内装建材 … 当社が製造し販売するほか、三重ダイケン(株)、(株)ダイフィット、セトウチ化工(株)、関連会社 友

美工業(株)においても製造し、当社が仕入れしている。又、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東海ダイ

ケン(株)、九州ダイナ(株)、山陰ダイケン(株)においても販売している。 

(株)名古屋加工、(有)井波加工、(有)富山加工は作業工程の一部を下請している。 

 

住宅機器 … 当社が製造し販売するほか、富山住機(株)、(株)サンキ、(株)トナミ加工、大建工業（寧波）有限公

司が製造しており、当社で仕入販売している。 

又、三洋(株)、北陸ダイケン(株)、東海ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、山陰ダイケン(株)において

も販売している。 

 

その他 … 無機建材、その他は当社が製造し販売するほか、富山大建工業（株）、（有）富山加工においても製造

し、当社が仕入れしている。又、三洋(株)、ダイランバー(株)、北陸ダイケン(株)、九州ダイナ(株)、

東海ダイケン(株)、山陰ダイケン(株)でも販売しており、(株)ダイケンコンポーネントは一部製品の

加工の下請をしている。なお、ダイケン物流(株)は物流センターの建物賃貸を、(株)ダイケンアクト

は損害保険代理店業をそれぞれ営んでいる。 

又、中部ダイケンサービス(株)、東部ダイケンサービス(株)、ダイケンサービス(株)、西部ダイケン

サービス(株)は、当社製品を使用した建物・構築物の修繕及び設備・建築工事を請負っている。 

 

住宅・建設工事関連事業 

エンジニアリング … ビル・店舗の内装工事を当社及びダイケンエンジニアリング(株)、梅田建材(株)、鉱工産業(株)が請

負っている。 

住宅事業 … ダイケンホーム(株)、関連会社 (株)とやまダイケンホームは、当社製品を使用した住宅の販売を行っ

ている。 
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事業系統図は次のとおりである。 

 
得   意   先 

 

［繊維板・木質内装建材・住宅機器・その他］ 
子会社 
三洋（株）、ダイランバー（株）、東海ダイケン（株）、九州ダイナ（株）、 

○北陸ダイケン（株）、山陰ダイケン（株） 

［繊維板］ 
子会社 
○ダイライト（株） 
○DAIKEN 
  SARAWAK 

   SDN.BHD. 

［繊維板］ 
子会社 
○（株）ダイタック 

 
住宅・建設資材関連事業 

 

［その他］ 
子会社 
（株）ダイケンアクト

○ダイケン物流（株）

［その他］ 
子会社 
中部ダイケン 

サービス（株） 
東部ダイケン 
  サービス（株） 
ダイケン 
  サービス（株） 
西部ダイケン 

  サービス（株） ［繊維板］ 
子会社 
○三興不動産（株） 

［木質内装建材］ 
子会社 
○三重ダイケン（株）
（株）ダイフィット 
○セトウチ化工（株）
 
関連会社 

友美工業（株） 

［その他］ 
子会社 
○富山大建工業（株） 

（有）富山加工 

［木質内装建材・ 
その他］

子会社 
（有）井波加工 
（株）名古屋加工 
（株）ダイケン 

コンポーネント
 
関連会社 

エコテクノ（株） 

［住宅機器］ 
子会社 
○富山住機（株）
○（株）サンキ
○（株）トナミ
     加工
○大建工業（寧

波）有限公司

［エンジニア 
リング］ 

子会社 
○ダイケン 

エンジニアリング
（株）

○梅田建材（株） 

○鉱工産業（株） 

［住宅事業］ 
子会社 
○ダイケンホーム 
       （株）
 
関連会社 
（株）とやま 

  ダイケンホーム 

○印 連結子会社 
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    ２２２２    経営方針経営方針経営方針経営方針    
 
１）経営の基本方針 
 当社グループは「人と空間・環境の調和をテーマに顧客本位の経営を行う」という経営理念のもと、「顧
客への最速適合」と「株主重視のキャッシュ・フロー経営」を軸に経営を進めてまいります。そして、投
下資本に対して各事業が適切なリターンをもたらすことにより企業価値が高まるとの認識からＲＯＥとと
もにＲＯＡを重点指標と定め、事業別ＲＯＡ経営を通じて選択と集中を進めてまいります。 
 
２）利益配分に関する基本方針 
 当社グループは、株主に安定した配当をすることを基本としつつ、将来の発展のため内部留保の確保に
努め、業績の向上・安定に努める所存です。内部留保金は業容拡大のため企業体質の強化を図りながら研
究開発投資、設備投資等の資金需要に充当いたします。 
 
３）中長期的な経営戦略 
 当社グループは過去３年間進めてまいりました経営改革の成果を踏まえ、新たに策定しました２００２
年度を初年度とする中期経営計画のもと、経営を進めてまいります。 
戦略のコア 
（１） 市場創造及び高品質・機能訴求による事業拡大 
（２） コスト競争力の増強 
（３） アライアンスの推進と強化 
（４） 環境経営の推進 

 当社グループの中核事業「ダイライト」は毎期売上拡大が図れ、市場での認知度も高まってまいりまし
たが、木造住宅における耐力面材構法の普及とシェアアップで更なる市場創造・事業拡大を図りますと共
に、この「ダイライト」を切り口にして、当社グループの得意とする「高付加価値製品」の拡販に努めま
す。また、室内ドア、窯業系外装材や畳事業など基幹事業への資源投入や組織強化を進めますと共に商品
力を高め、収益拡大を図ってまいります。既存事業強化と併せ、空気環境事業やリサイクル事業など新た
な環境対応事業にも積極的に取り組んでまいります。また、現有の中小工務店向けの販売チャネルの再編・
強化を図りますと共に大手量産工務店やマンション市場攻略を進めます。さらに新築住宅市場縮小の中、
拡大余地の大きな住宅リモデル市場に対し、社内組織・体制を充実すると共にアライアンスを活かし、製
品面、販売面の両面から積極的に市場開拓、顧客開拓を進めてまいります。生産面では中国に木質建材を
生産する工場をこの４月に立上げました。室内ドアを中心に生産を行い、コスト競争力の増強を図ってま
いります。併せて国内ではコスト優先で最適な生産のシステム作りを進めてまいります。更に海外調達な
ど、購買改革を積極的に進め、コスト競争力の一層の強化を図ってまいります。また、東陶機器株式会社、
YKK AP株式会社、ニチハ株式会社各社との提携強化を図りますと共に、更なるアライアンスにより、事
業強化を図ってまいります。 
 当社グループは４０年余の永きにわたり資源の有効活用、省エネルギーをテーマに経営に当たってまい
りました。経営理念である「人と空間・環境の調和」のもと、新たに策定いたしました全社環境活動の
「DAIKEN ECO－ACTION」を展開してまいります。そして、人と地球にやさしい製品の提供や環境
活動にも力を入れてまいります。 
 
４）経営管理組織の整備等に関する施策 
 経営管理面につきましては経営の意思決定の迅速化、効率化と健全化を進めるために執行役員制を導入
いたしました。今後もコーポレートガバナンスの強化を念頭に置き、組織・諸制度の整備等経営機能の強
化に取組んでまいります。 
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    ３３３３    経営成績経営成績経営成績経営成績    
 
１）当中間期の概況 
 当上期のわが国経済は、一部に輸出を中心とする景気底入れの兆しが見えつつあるものの、米国景気の
減速、不良債権問題、株安などによる先行き不安、高失業率、回復感に乏しい個人消費と、非常に厳しい
経営環境が続きました。 
 本年４～９月の新設住宅着工戸数は前年同期比で９７．８％と、上半期としては１９８３年以来１９年
ぶりの低水準となりました。利用関係別では、貸家は１０４．４％と増加したものの、持家は依然として
下げ止まらず､分譲住宅、マンションいずれもマイナスとなる厳しい状況で推移しました。 
 また、非住宅用建築物の着工床面積は商業施設が大きな落ち込みを示した前年同期に比べ１２８．３％
と持ち直したものの、事務所などで落ち込み、全体でも９５．１％と一段と厳しくなりました。 
 
 
（住宅・建設資材関連事業） 

当社は２００２度を初年度とする中期経営計画に基づき､市場の変化に迅速に対応するため､経営資
源の集中と効率化及び迅速化を図る組織とし、重点事業の拡大に努めました。市場別対応としては量産
工務店、集合住宅及びリモデル分野の営業強化を図り、新規有力顧客の開拓、地域に密着した営業展開
に注力しました。また、海外戦略展開の視点から中国に「大建工業（寧波）有限公司」を設立しました。 
製品面では、ダイライトへの一層の拡販・普及を主軸に、シックハウス対応の一つとしてＶＯＣ（揮
発性有機化合物）の吸着機能、湿気の調整機能、マイナスイオン発生機能などを有する健康快適内装建
材や市場ニーズを先取りする新和風デザインなど、性能表示対応型製品、環境や健康に配慮した品質や
機能の強化・充実を図り、市場投入を行いました。また、既存の内装建材に上貼り・後付けするタイプ
のリモデル商品の一層の充実を図りました。 
販売面では東陶機器株式会社との共同企画「TD コラボレーションフェア」を全国で実施し､需要の
拡大と深耕を図りました。 
以上の結果、非常に厳しい経営環境ではありましたが､ダイライトや内装ドア、階段、床暖房などの
伸長により、この分野の売上高は７８５億４百万円（前年同期比９９．２%）となりました。 

 
 
（住宅・建設工事関連事業） 

非住宅用建築物は全体的に需要低迷が続く中、また受注競争激化による価格低下がありました。一方
でマンションやリモデル物件などに注力し、受注確保に努めました。 
その結果、この分野の売上高は１２９億１６百万円（前年同期比９７．６%）となりました。 

 
特別損益につきましては、貸倒引当金特別繰入額として３億５５百万円を計上しましたが、厚生年金
基金の代行部分返上益２３億３３百万円などを含め、特別損益合計は１４億４４百万円の利益となりま
した。 

 
この結果、当中間期の連結売上高は９１３億７３百万円（前年同期比９９．１%）、経常利益は１０
億９４百万円(前年同期比５６．３%)、当中間期純利益は１４億２９百万円（前年同期比１６３．１％）
の業績をあげることができました。 
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営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の２５億３８百万円に加え、売上債
権、退職給付引当金、棚卸資産の減少などにより、３９億７６百万円の増加（前年同期比６億８５百万
円の減少）となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより２４億５０百万円の減少（前
年同期比７５億６８百万円の減少）となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、長短期借入金の減少及び配当金の支払等により１４億３７百
万円の減少（前年同期比３１億７４百万円の増加）となりました。 
以上により、当中間期における現金及び現金同等物残高は、８１億７６百万円減少し、７９億９９百
万円となりました。 

 
 
 当中間期の設備投資では、窯業系サイディングラインの改善、畳表製造設備の増設などの生産強化を図
りました。また、各工場においては生産性向上のための各種設備工事を実施しました。これらの所要資金
はすべて自己資金を充当しました。 
 
 中間配当につきましては株主への安定した配当を基本に、従来通りの配当とさせて頂きます。 
 
 
２）通期の見通し 
 米国経済の減速に加え､個人消費の低迷や先行き不安などの懸念材料により、住宅着工は引き続き厳しい
状況が続くものと予測されます。 
 当社は、市場の新しいニーズにマッチした製品や構法の開発・普及、販売力の強化、他社とのアライア
ンス強化などにより、主力市場、新規市場の開拓に一層注力するとともに、コストダウン、効率化などに
より収益体質強化に努める所存です。 
 以上により、平成１５年３月期の連結業績は、売上高で１，８５５億円、経常利益では３０億円、当期
純利益では２０億円の計画です。 
 配当につきましては、株主への安定した配当を基本に、従来通りとさせて頂く所存です。 
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    ４４４４    中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等    
 （１）中間連結財務諸表 
  ①中間連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度の要約

連結貸借対照表 
前中間連結会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 

               期   別 

科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

   ％   ％   ％

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   １６，２９９ ８，０６２   ７，９１３

 ２ 受取手形及び売掛金   ４４，２０５ ３４，７１７   ３６，３３０

 ３ 有価証券   １，２１８ ２６８   １８

 ４ 棚卸資産   ３１，１５３ ２８，０６８   ２９，７７８

 ５ 未成工事支出金   ２，９９５ ４，２４８   ２，３９７

 ６ 繰延税金資産   １，４２２ １，１５２   １，３２７

 ７ その他   ４，６６５ ６，８３７   ５，３２９

   貸倒引当金   △１６５ △１３８   △１３６

流動資産合計   １０１，７９２ 60.3 ８３，２１４ 55.4  ８２，９５６ 55.4

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

 （１）建物及び構築物  １５，７０２ １５，０１７  １５，４３５ 

 （２）機械装置及び運搬具  １３，０６９ １２，７４４  １３，２０６ 

 （３）土地  １４，６９９ １４，７２８  １４，７２８ 

 （４）建設仮勘定  ９３８ ４０３  ４２１ 

 （５）その他  １，４１０ ４５，８１８ １，４０５ ４４，２９７  １，４１１ ４５，２０１

 ２ 無形固定資産     

 （１）営業権  ４８ ２８  ３８ 

 （２）ソフトウェア  ４６３ ３８９  ４６１ 

 （３）連結調整勘定  ２２０ ２１３  ２１９ 

 （４）その他  １２１ ８５２ １４０ ７７０  １１６ ８３４

 ３ 投資その他の資産     

 （１）投資有価証券  １０，９３８ １１，３８５  １１，２２３ 

 （２）長期貸付金  ２，１２４ ２，２８５  ２，２９９ 

 （３）前払年金費用  ― ２，１０６  ― 

 （４）繰延税金資産  ４，３７４ ３，２１２  ４，２０３ 

 （５）その他  ３，４７２ ４，０３２  ３，７２０ 

   貸倒引当金  △５７１ ２０，３３７ △１，０１２ ２２，００８  △６１３ ２０，８３２

固定資産合計   ６７，００７ 39.7 ６７，０７５ 44.6  ６６，８６７ 44.6

Ⅲ 繰延資産     

 １ 開業費   ７６ ―   ―

繰延資産合計   ７６ 0.0 ― -  ― -

資産合計   １６８，８７５ 100.0 １５０，２８９ 100.0  １４９，８２３ 100.0
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（単位：百万円）

前連結会計年度の要約

連結貸借対照表 
前中間連結会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 

               期   別 

科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

   ％   ％   ％

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金   ４０，９０２ ３５，１５１   ３７，３０６

 ２ 短期借入金   １６，６２４ １０，３９０   １２，６２５

 ３ 一年以内に返済予定の長期    

   借入金   
１１，３１７ １５，０８７

  
１２，１２９

 ４ 一年以内に償還予定の社債  １，２５４ ―   ―

 ５ 未払金   ２０，４７９ １９，５７５   １７，６８２

 ６ 未払法人税等   １０３ １０７   １８２

 ７ 未払消費税等   ４６８ ３３８   ３５６

 ８ 繰延税金負債   １０ １１   １０

 ９ 賞与引当金   １，８２０ １，５２４   １，３９０

１０ 繰延ヘッジ利益   ６５２ ７７５   ９２５

１１ その他   ３，７０１ ４，５４７   ３，３６９

流動負債合計   ９７，３３０ 57.6 ８７，５０５ 58.2  ８５，９７４ 57.4

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金   ２６，００６ １８，１３７   １９，９０７

 ２ 繰延税金負債   ５５９ ５６５   ５６０

 ３ 退職給付引当金   ５，４４９ ４，３２６   ４，６１１

 ４ 連結調整勘定   ８５ １４３   ８２

 ５ その他   ８８２ ８７４   ８９９

固定負債合計   ３２，９８１ 19.5 ２４，０４５ 16.0  ２６，０５９ 17.4

負債合計   １３０，３１１ 77.1 １１１，５５０ 74.2  １１２，０３３ 74.8

     

（少数株主持分）     

少数株主持分   １，１３７ 0.7 １，１１０ 0.8  １，１９８ 0.8

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   １３，１５０ 7.8 ― -  １３，１５０ 8.8

Ⅱ 資本準備金   １１，８５１ 7.0 ― -  １１，８５１ 7.9

Ⅲ 連結剰余金   １３，４４５ 8.0 ― -  １２，５１４ 8.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △８６３ △0.5 ― -  △８０６ △0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △１５６ △0.1 ― -  △１１５ △0.1

Ⅵ 自己株式   △０ △0.0 ― -  △２ △0.0

資本合計   ３７，４２７ 22.2 ― -  ３６，５９２ 24.4
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（単位：百万円）

前連結会計年度の要約

連結貸借対照表 
前中間連結会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 

               期   別 

科   目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   ― - １３，１５０ 8.7  ― -

Ⅱ 資本剰余金   ― - １１，８５１ 7.9  ― -

Ⅲ 利益剰余金   ― - １３，４１０ 8.9  ― -

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― - △５７３ △0.4  ― -

Ⅴ 為替換算調整勘定   ― - △２０７ △0.1  ― -

Ⅵ 自己株式   ― - △２ △0.0  ― -

資本合計   ― - ３７，６２９ 25.0  ― -

負債、少数株主持分    

及び資本合計   
１６８，８７５ 100.0 １５０，２８９ 100.0 

 
１４９，８２３ 100.0
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  ②中間連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度の要約
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結損益計算書 

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 

               期   別 

 

科   目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

   ％   ％   ％

Ⅰ 売上高   ９２，１８１ 100.0 ９１，３７３ 100.0  １８５，１５３ 100.0

Ⅱ 売上原価   ７２，３３０ 78.5 ７１，６５３ 78.4  １４６，０５８ 78.9

売上総利益   １９，８５１ 21.5 １９，７２０ 21.6  ３９，０９５ 21.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １７，７９２ 19.3 １８，４０６ 20.2  ３５，１４４ 19.0

営業利益   ２，０５９ 2.2 １，３１４ 1.4  ３，９５１ 2.1

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  ７７ ５２  １３９ 

 ２ 受取配当金  ８０ １２２  ９６ 

 ３ 賃貸料  ２３３ ２１７  ４２６ 

 ４ 有価証券売却益  ０ ―  １３ 

 ５ 連結調整勘定償却額  ４ ５  ７ 

 ６ 生命保険配当金  １６１ ３  ２５３ 

 ７ 雑収入  ４１８ ９７３ 1.1 ３３９ ７３８ 0.8 ９５８ １，８９２ 1.1

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息  ７０４ ３８７  １，１７８ 

 ２ 売上割引  １８３ １７７  ３７０ 

 ３ 為替差損  ４４ ２６８  ― 

 ４ 雑支出  １５７ １，０８８ 1.2 １２６ ９５８ 1.0 ４７８ ２，０２６ 1.1

経常利益   １，９４４ 2.1 １，０９４ 1.2  ３，８１７ 2.1

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入額  ４７ ５  １６ 

 ２ 固定資産売却益  ４ ―  ５ 

 ３ ゴルフ会員権売却益  ― ２  ― 

 ４ 厚生年金基金代行部分  

   返上益  
― ２，３３３

 
― 

 ５ 投資有価証券売却益  １５５ ―  １４２ 

 ６ 金利スワップ戻入益  ３，１２６ ―  ５，０９３ 

 ７ その他  ２ ３，３３４ 3.6 １ ２，３４１ 2.6 ２ ５，２５８ 2.8

Ⅶ 特別損失     

 １ 貸倒損失  ― ２７  １７ 

 ２ 固定資産除却損  １８ ７３  ９２ 

 ３ 投資有価証券売却損  ― ５９  ― 

 ４ 投資有価証券評価損  ３６４ １  １，２１１ 

 ５ 貸倒引当金特別繰入額 ３４ ３５５  １１１ 

 ６ 役員退職金  １０７ ２７３  １０９ 

 ７ ゴルフ会員権評価損  ２１ ２９  ２３ 

 ８ 金利スワップ解約損失 ３，０７３ ―  ５，６７２ 

 ９ 棚卸損失 ― ８０  ― 

１０ 為替差損 ― ３，６１７ 3.9 ― ８９７ 1.0 ２７９ ７，５１４ 4.0

 税金等調整前中間（当期）純利益  １，６６１ 1.8 ２，５３８ 2.8  １，５６１ 0.8

 法人税、住民税及び事業税 １１２ １１３  ２０６ 

 法人税等調整額  ５３９ ６５１ 0.7 １，００３ １，１１６ 1.2 ７６３ ９６９ 0.5

 少数株主利益   １３４ 0.1 △７ △0.0  １５６ 0.1

中間（当期）純利益   ８７６ 1.0 １，４２９ 1.6  ４３６ 0.2
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  ③中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度の連結
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

剰余金計算書 

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 

              期   別 

 

 科   目 

金  額 金  額 金  額 

       

Ⅰ 連結剰余金期首残高   １３，００２ ―  １３，００２

Ⅱ 連結剰余金増加高     

 １ 新規連結に伴う連結剰余金  

   増加高  
１７ ―

 
１７ 

 ２ 連結除外に伴う連結剰余金 

   増加高  
― １７ ― ― ４２ ５９

Ⅲ 連結剰余金減少高     

 １ 配当金  ４９０ ―  ９８１ 

 ２ 取締役賞与  ２ ―  ２ 

 ３ 連結除外に伴う連結剰余金 

   減少高  
△４２ ４５０ ― ― ― ９８３

Ⅳ 中間（当期）純利益   ８７６ ―  ４３６

Ⅴ 連結剰余金中間期末（期末）   

  残高   
１３，４４５ ― 

 
１２，５１４

    

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高     

 １ 資本準備金期首残高 ― ― １１，８５１ １１，８５１ ― ―

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高  ― １１，８５１  ―

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高     

 １ 連結剰余金期首残高 ― ― １２，５１４ １２，５１４ ― ―

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間純利益 ― １，４２９  ― 

 ２ 新規連結に伴う利益剰余金 

   増加高  
― ― １８ １，４４７ ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金  ― ４９１  ― 

 ２ 取締役賞与  ― ２  ― 

 ３ 新規連結に伴う利益剰余金 

   減少高  
― ― ５８ ５５１ ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  ― １３，４１０  ―
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  ④中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度の要約連
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

結キャッシュ・フロー計算書

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 

                         期    別 

 

 科    目 

金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税金等調整前中間（当期）純利益  １，６６１ ２，５３８  １，５６１

  減価償却費  ２，０５４ ２，０４９  ４，３０７

  退職給付引当金の増減額（減少：△）  １０３ △２，４１８  △７３６

  受取利息及び受取配当金  △１５６ △１７４  △２３５

  支払利息  ７０３ ３８７  １，１７８

  売上債権の増減額（増加：△）  ７，６０６ １，８９６  １５，５５７

  棚卸資産の増減額（増加：△）  △２，５３６ １０５  △５４２

  仕入債務の増減額（減少：△）  １１３ △２３６  △３，８１４

  その他  △４，０３５ ２３２  △６，８２２

     小   計  ５，５１３ ４，３７９  １０，４５４

  利息及び配当金の受取額  １５６ １７３  ２３５

  利息の支払額  △７０３ △３８７  △１，１７９

  法人税等の支払額  △３０５ △１８９  △３２１

 営業活動によるキャッシュ・フロー  ４，６６１ ３，９７６  ９，１８９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

  有価証券の取得による支出  △１，５００ △２５０  △１，５００

  有価証券の売却による収入  ３，２００ ―  ４，４１１

  投資有価証券の取得による支出  △６１４ △７３９  △１，７８８

  投資有価証券の売却による収入  ２０６ １６６  ２５７

  有形固定資産の取得による支出  △１，３５０ △１，３５３  △２，９２７

  有形固定資産の売却による収入  ４，９８７ ４８  ４，９８１

  その他  １８９ △３２２  △２５５

 投資活動によるキャッシュ・フロー  ５，１１８ △２，４５０  ３，１７９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

  短期借入金増減額  △３３４ △２，２１３  △４，００５

  長期借入れによる収入  ２，１２０ ６，９３０  ２，１８１

  長期借入金の返済による支出  △５，９０２ △５，６５８  △１１，５３６

  自己株式増減額  ― △１  △１

  配当金の支払額  △４９１ △５３１  △９８２

  少数株主配当金の支払額  △４ ３６  △４

  その他  ― ―  △１，２４４

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △４，６１１ △１，４３７  △１５，５９１

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差  ３９ △５７  ８９

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ５，２０７ ３２  △３，１３４

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １０，９０５ ７，８３４  １０，９０５

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 １１４ １３３  １１４

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △５１ ―  △５１

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １６，１７５ ７，９９９  ７，８３４
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 １．連結の範囲に （１）連結子会社の数 14 社 （１）連結子会社の数 17 社 （１）連結子会社の数 14 社 

 関する事項  連結子会社名 三興不動産（株）、ダ  連結子会社名 三興不動産（株）、ダ  連結子会社名 三興不動産（株）、ダ 

 イケンエンジニアリング（株）、三重ダイ イケンエンジニアリング（株）、三重ダイ イケンエンジニアリング（株）、三重ダイ 

 ケン（株）、富山住機（株）、（株）越路、 ケン（株）、富山住機（株）、北陸ダイケン ケン（株）、富山住機（株）、（株）越路、 

 ダイケン物流（株）、（株）サンキ、（株）ト （株）、ダイケン物流（株）、（株）サンキ、 ダイケン物流（株）、（株）サンキ、（株）ト

 ナミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BH （株）トナミ加工、DAIKEN SARAWAK  ナミ加工、DAIKEN SARAWAK SDN.BH

 D.、セトウチ化工（株）、ダイライト（株）、 SDN.BHD.、セトウチ化工（株）、ダイライ D.、セトウチ化工（株）、ダイライト（株）、

 ダイケンホーム（株）、富山大建工業 ト（株）、ダイケンホーム（株）、富山大建 ダイケンホーム（株）、富山大建工業 

 （株）、梅田建材（株） 工業（株）、梅田建材（株）、ダイタック （株）、梅田建材（株） 

  なお、梅田建材（株）については、重 （株）、鉱工産業（株）、大建工業（寧波）  なお、梅田建材（株）については、重

 要性が増加したことから、当中間連結会 有限公司 要性が増加したことにより、当連結会計

 計期間より連結子会社に含めることとし  なお、ダイタック（株）、鉱工産業（株） 年度より連結子会社に含めることとし、 

 た。 及び大建工業（寧波）有限公司につい 滋賀ダイケン（株）、近畿ダイナ（株）に 

  また、滋賀ダイケン（株）、近畿ダイナ ては、重要性が増加したことから、当中 ついては、保有株式を売却したことによ

 （株）については、保有株式を売却した 間連結会計期間より連結子会社に含め り、連結子会社から除外している。 

 ことにより連結子会社から除外している ることとした。  

 。  北陸ダイケン（株）は（株）越路が社名  

  変更したものである。  

    

 （２）主要な非連結子会社名 （２）主要な非連結子会社名 （２）主要な非連結子会社の名称等 

  (株)ダイフィット、九州ダイナ(株)、三洋  (株)ダイフィット、九州ダイナ(株)、三洋  (株)ダイフィット、九州ダイナ(株)、三洋

 （株） （株） (株) 

  （連結の範囲から除いた理由）  （連結の範囲から除いた理由）  （連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社は、いずれも小規模会  非連結子会社は、いずれも小規模会  非連結子会社は、いずれも小規模会

 社であり、総資産、売上高、中間純損益 社であり、総資産、売上高、中間純損益 社であり、総資産、売上高、当期純損益

 及び剰余金（持分に見合う額）は、いず 及び利益剰余金（持分に見合う額）等は 及び剰余金（持分に見合う額）は、いず

 れも中間連結財務諸表に重要な影響を 、いずれも中間連結財務諸表に重要な れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

 及ぼしていないためである。 影響を及ぼしていないためである。 していないためである。 

    

 ２．持分法の適用  非連結子会社（（株）ダイフィット、九州  非連結子会社（（株）ダイフィット、九州  非連結子会社（(株)ダイフィット、九州 

 に関する事項 ダイナ（株）他）及び関連会社（（株）とや ダイナ（株）他）及び関連会社（（株）とや ダイナ(株)他）及び関連会社（(株)とやま

 まダイケンホーム、友美工業（株）他）は まダイケンホーム、友美工業（株）他）は ダイケンホーム、友美工業(株)、達森木

 、それぞれ中間連結純損益及び連結剰 、それぞれ中間連結純損益及び連結利 業（寧波）有限公司他）は、それぞれ連

 余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ 益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり 結純損益及び連結剰余金に及ぼす影 

 、全体として重要性がないため、これら 、かつ、全体として重要性がないため、 響が軽微であり、かつ、全体として重要

 の会社に対する投資について、持分法 これらの会社に対する投資について、 性がないため、これらの会社に対する投

 を適用していない。 持分法を適用していない。 資については、持分法を適用していな 

   い。 

    

 ３．連結子会社の  連結子会社のうち、DAIKEN SARAW  連結子会社のうち、DAIKEN SARAW  連結子会社のうち、DAIKEN SARAW 

 中間決算日（決 AK SDN.BHD.の中間決算日は 6 月 30 AK SDN.BHD.及び大建工業（寧波）有 AK SDN.BHD.の決算日は12月31日で

 算日）等に関する 日である。 限公司の中間決算日は 6 月 30 日であ ある。 

 事項  中間連結財務諸表の作成にあたって る。  連結財務諸表の作成に当たっては、 

 は、同日現在の中間財務諸表を使用し  中間連結財務諸表の作成にあたって 同日現在の財務諸表を使用し、連結決

 、中間連結決算日との間に生じた重要 は、同日現在の中間財務諸表を使用し 算日との間に生じた重要な取引につい

 な取引については、連結上必要な調整 、中間連結決算日との間に生じた重要 ては、連結上必要な調整を行っている。

 を行っている。 な取引については、連結上必要な調整  

  を行っている。  
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 ４．会計処理基準 （１）重要な資産の評価基準及び評価方 （１）重要な資産の評価基準及び評価方 （１）重要な資産の評価基準及び評価方

 に関する事項  法  法  法 

 ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

  売買目的有価証券  売買目的有価証券  売買目的有価証券 

  ・・・時価法（売却原価は移動平均法  ・・・同左  ・・・同左 

    により算定している。）   

  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券  満期保有目的の債券 

  ・・・償却原価法（定額法）  ・・・同左  ・・・同左 

  その他有価証券  その他有価証券  その他有価証券 

   時価のあるもの   時価のあるもの   時価のあるもの 

   ・・・中間連結決算日の市場価格等   ・・・同左   ・・・連結決算日の市場価格等に基 

     に基づく時価法（評価差額は全      づく時価法（評価差額は全部資 

     部資本直入法により処理し、売却      本直入法により処理し、売却原価

     原価は主として移動平均法により      は主として移動平均法により算定

     算定している。）      している。） 

   時価のないもの   時価のないもの   時価のないもの 

   ・・・主として移動平均法による原価   ・・・同左   ・・・同左 

     法   

 ②製品、商品、原材料、仕掛品及び貯 ②同左 ②同左 

 蔵品は、主として移動平均法による原   

 価基準によっている。なお、未成工事   

 支出金については、個別法による原   

 価基準を採用している。   

 ③デリバティブ ③デリバティブ ③デリバティブ 

  ・・・時価法  ・・・同左  ・・・同左 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の （２）重要な減価償却資産の減価償却の （２）重要な減価償却資産の減価償却の

  方法  方法  方法 

 ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

  主として定率法を採用している。  同左  同左 

  ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に   

 取得した建物（建物附属設備を除く）   

 については、定額法を採用している。   

  なお、主な耐用年数は以下のとおり   

 である。   

 建物及び構築物 3～60 年   

 機械装置及び運搬具 4～15 年   

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法を採用している。  同左  同左 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ   

 いては、社内における利用可能期間   

 （5 年）に基づく定額法を採用してい。   

 る。   

 ③繰延資産の処理方法 ―――――― ―――――― 

  開業費は、商法の規定に基づき 5   

 年間で均等償却している。   
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 （３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に  同左  同左 

 備えるため、一般債権については貸   

 倒実績率により、貸倒懸念債権等特   

 定の債権については個別に回収可   

 能性を検討し、回収不能見込額を計   

 上している。   

 ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  主として従業員に対して支給する賞  同左  同左 

 与の支出に充てるため、支給見込額   

 に基づき計上している。   

 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、  従業員の退職給付に備えるため、  従業員の退職給付に備えるため、 

 当連結会計年度末における退職給 当連結会計年度末における退職給 当連結会計年度末における退職給 

 付債務及び年金資産の見込額に基 付債務及び年金資産の見込額に基 付債務及び年金資産の見込額に基 

 づき、当中間連結会計期間末におい づき、当中間連結会計期間末におい づき計上している。 

 て発生していると認められる額を計上 て発生していると認められる額を計上  過去勤務債務は、その発生時の従

 している。 している。（なお、企業年金制度につ 業員の平均残存勤務期間以内の一 

  過去勤務債務は、その発生時の従 いては、年金資産額が退職給付債務 定の年数（主として 3 年）による定額 

 業員の平均残存勤務期間以内の一 を超えるため、前払年金費用を計上 法により費用処理している。 

 定の年数（主として 3 年）による定額 している。）  数理計算上の差異は、各連結会計

 法により費用処理している。  過去勤務債務は、その発生時の従 年度の発生時における従業員の平均

  数理計算上の差異は、各連結会計 業員の平均残存勤務期間以内の一 残存勤務期間以内の一定の年数（主

 年度の発生時における従業員の平均 定の年数（主として 3 年）による定額 として 10 年）による定額法により按分

 残存勤務期間以内の一定の年数（主 法により費用処理している。 した額をそれぞれ発生の翌連結会計

 として 10 年）による定額法により按分  数理計算上の差異は、各連結会計 年度から費用処理することとしている｡

 した額をそれぞれ発生の翌連結会計 年度の発生時における従業員の平均  

 年度から費用処理することとしている｡ 残存勤務期間以内の一定の年数（主  

  として 10 年）による定額法により按分  

  した額をそれぞれ発生の翌連結会計  

  年度から費用処理することとしている｡  

  （追加情報）  

   当社及び一部の国内連結子会社  

  は、確定給付企業年金法の施行に伴  

  い、厚生年金基金の代行部分につい  

  て、平成 14 年 8 月 13 日に厚生労働  

  大臣から将来分支給義務免除の認  

  可を受けた。  

   当社及び一部の国内連結子会社  

  は「退職給付会計に関する実務指針  

  （中間報告）」（日本公認会計士協会  

  会計制度委員会報告第 13 号）第 47  

  ―2 項に定める経過措置を適用し、  

  当該認可の日において代行部分に  

  係る退職給付債務と返還相当額の年  

  金資産を消滅したものとみなして処理  

  している。  

   当中間連結会計期間末における返  

  還相当額は 10,898 百万円である。  
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 （４）重要な外貨建の資産又は負債の本 （４）重要な外貨建の資産又は負債の本 （４）重要な外貨建の資産又は負債の本

  邦通貨への換算基準  邦通貨への換算基準  邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間連結   同左   外貨建金銭債権債務は、連結決算 

  決算日の直物為替相場により円貨に   日の直物為替相場により円貨に換算 

  換算し、換算差額は損益として処理し   し、換算差額は損益として処理してい

  ている。なお、在外子会社等の資産及   る。なお、在外子会社等の資産及び 

  び負債は、中間連結決算日の直物為   負債は、連結決算日の直物為替相場

  替相場により円貨に換算し、収益及び   により円貨に換算し、収益及び費用に

  費用についても中間連結決算日の直   ついても連結決算日の直物為替相場

  物為替相場により円貨に換算し、換算   により円貨に換算し、換算差額は少数

  差額は少数株主持分及び資本の部に   株主持分及び資本の部における為替

  おける為替換算調整勘定に含めて計   換算調整勘定に含めて計上している。

  上している。   

 （５）重要なリース取引の処理方法 （５）重要なリース取引の処理方法 （５）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転   同左   同左 

  すると認められるもの以外のファイナン   

  ス・リース取引については、通常の賃   

  貸借取引に係る方法に準じた会計処   

  理によっている。   

 （６）重要なヘッジ会計の方法 （６）重要なヘッジ会計の方法 （６）重要なヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用している。な  同左  同左 

 お、為替予約及び通貨オプションに   

 ついては振当処理の要件を満たして   

 いる場合は振当処理を、金利スワップ   

 については特例処理の要件を満たし   

 ている場合には特例処理を採用して   

 いる。   

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  為替予約及び通貨オプションを手  同左  同左 

 段とし、外貨建債権債務及び外貨建   

 予定取引を対象としている。金利スワ   

 ップを手段とし、借入金を対象として   

 いる。   

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

  当社の内部規定である「リスク管理  同左  同左 

 方針」に基づき、為替変動リスクをヘ   

 ッジしている。   

 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動  同左  同左 

 の累計又は相場変動とヘッジ手段の   

 キャッシュ・フロー変動の累計又は相   

 場変動を半期ごとに比較し、両者の   

 変動額等を基礎にして、ヘッジ有効   

 性を評価している。ただし、特例処理   

 によっている金利スワップについては   

 有効性の評価を省略している。   
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 （自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

 至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

 （７）その他中間連結財務諸表作成のた （７）その他中間連結財務諸表作成のた （７）その他連結財務諸表作成のための

  めの基本となる重要な事項  めの基本となる重要な事項  基本となる重要な事項 

 ①退職年金制度 ①退職年金制度 ①退職年金制度 

  当社とダイケンホーム(株)、富山大  同左  同左 

 建工業(株)、ダイケンエンジニアリング   

 (株)の 4 社については厚生年金基金   

 制度、及び適格年金制度を採用して   

 いる。   

 ②消費税等の会計処理 ②消費税等の会計処理 ②消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処  同左  同左 

 理は、税抜方式を採用している。   

    

 ５．中間連結キャ  手許現金、要求払預金及び取得日か  同左  同左 

 ッシュ・フロー計 ら 3 ヶ月以内に満期日の到来する定期   

 算書（連結キャッ 預金である。   

 シュ・フロー計算    

 書）における資金    

 の範囲    

    

    

 
 
 
 表示方法の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 

 （中間連結損益計算書関係）  

 「生命保険配当金」は前連結会計年度まで、営業外収益の「雑収入」に ―――――― 

含めて表示していたが、当中間連結会計期間において営業外収益の総  

額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記した。  

 なお、前中間連結会計期間の「生命保険配当金」の金額は 134 百万円  

である。  
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 追加情報 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

   

 （金融商品会計）   （金融商品会計） 

 当中間連結会計期間からその他有価証券の ――――――  当連結会計年度からその他有価証券のうち 

うち時価のあるものの評価の方法について、金  時価のあるものの評価方法について、金融商 

融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計  品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議  の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

会 平成 11 年 1月 22 日））を適用している。  成 11 年 1月 22 日））を適用している。 

 この結果、その他有価証券評価差額金△863   この結果、従来の方法によった場合と比較し 

百万円が計上されている。  てその他有価証券評価差額金が△806 百万円

  計上されたほか、投資有価証券が 1，389 百万

  円減少し、繰延税金資産が 583 百万円増加し

  ている。 

   

  （自己株式及び法定準備金取崩等会計）  

――――――  当中間連結会計期間から「自己株式及び法 ―――――― 

 定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業  

 会計基準第1号）を適用している。これによる当  

 中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微  

 である。  

  なお、中間連結財務諸表規則の改正により、  

 当中間連結会計期間における中間連結貸借  

 対照表の資本の部及び中間連結剰余金計算  

 書については、改正後の中間連結財務諸表規  

 則により作成している。  
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 注記事項 
  （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成 13 年 9 月 30 日） （平成 14 年 9 月 30 日） （平成 14 年 3 月 31 日） 

   

１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

   ４７，３００百万円である。    ４９，７４０百万円である。    ４８，４９２百万円である。 

   

２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 ２ 担保資産及び担保付債務 

  イ 担保に供している資産は次のとおりであ   担保に供している資産は次のとおりである。   担保に供している資産は次のとおりである。

   る。   

 建物及び構築物 ２，１３３ 百万円  建物及び構築物 １，５３１ 百万円 建物及び構築物 １，５６９ 百万円

 機械装置及び運搬具 １，５０４   土地 ５５２  土地 ５５２  

 土地 ５５２   投資有価証券 ２，８１２  投資有価証券 ２，７８３  

 借地権 ２０   計 ４，８９５  計 ４，９０４  

 有価証券 １，２００       

 投資有価証券 ５，７５７       

 計 １１，１６６       

  上記に対応する債務   上記に対応する債務   上記に対応する債務 

 短期借入金 ６７０ 百万円  短期借入金 ４５５ 百万円 短期借入金 ２５５ 百万円

 一年以内に返済予   一年以内に返済予  一年以内に返済予  

 定の長期借入金 
５８８

  定の長期借入金 
１，２２９

 定の長期借入金 
１，３５２

 

 長期借入金 ３，６６６   長期借入金 ３，１０７  長期借入金 ３，７４５  

 一年以内に償還予       

 定の社債 
１，２５４

   上記の他、為替決済の担保として、有価証   

  券２５０百万円を差し入れている。   

  ロ 上記イのうち工場財団抵当として担保に      

   供している資産は次のとおりである。      

 建物及び構築物 ４９８ 百万円      

 機械装置及び運搬具 １，５０４       

 借地権 ２０       

 計 ２，０２２       

  上記に対応する債務      

 一年以内に償還予 百万円      

 定の社債 
１，２５４

      

   

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

  当連結子会社からの住宅購入者   当連結子会社からの住宅購入者   当連結子会社からの住宅購入者 

  （住宅ローンつなぎ融資）   （住宅ローンつなぎ融資）   （住宅ローンつなぎ融資） 

  ４６１ 百万円  １８７ 百万円  ４１４ 百万円

 当社の土地購入者 １５   当社の土地購入者 １５  当社の土地購入者 １５  

 計 ４７６   計 ２０２  計 ４２９  

  上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。   上記以外に下記の保証を行っている。 

 （債権流動化に対する買戻し義務）  （債権流動化に対する買戻し義務）  （債権流動化に対する買戻し義務） 

 三洋（株） １６ 百万円  三洋（株） ８２ 百万円 山陰ダイケン（株） １００ 百万円

 九州ダイナ（株） ８   山陰ダイケン（株） ５４  東海ダイケン（株） ６４  

 計 ２４   東海ダイケン（株） ５４  三洋（株） ６３  

  九州ダイナ（株） ４８  九州ダイナ（株） ３９  

  計 ２３８  計 ２６６  
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前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（平成 13 年 9 月 30 日） （平成 14 年 9 月 30 日） （平成 14 年 3 月 31 日） 

   

４ 一部取引先との決済方法を、債権につい ４ 一部取引先との決済方法を、債権につい ４ 一部取引先との決済方法を、債権につい

  ては据置現金回収（手形決済に依った場合   ては据置現金回収（手形決済に依った場合   ては据置現金回収（手形決済に依った場合

  の満期日に現金で回収する方法）に、また   の満期日に現金で回収する方法）に、また   の満期日に現金で回収する方法）に、また 

  債務については据置現金支払い（手形決済   債務については据置現金支払い（手形決済   債務については据置現金支払い（手形決済

  に依った場合の満期日に現金で支払う方法   に依った場合の満期日に現金で支払う方法   に依った場合の満期日に現金で支払う方法

  ）にしており、併せて農中信託銀行及び住   ）にしており、併せて農中信託銀行及び住   ）にしており、併せて農中信託銀行及び住 

  友信託銀行へこの債権及び債務を一括譲   友信託銀行へこの債権及び債務を一括譲   友信託銀行へこの債権及び債務を一括譲 

  渡している。譲渡額はそれぞれ流動資産の   渡している。譲渡額はそれぞれ流動資産の   渡している。譲渡額はそれぞれ流動資産の

  「その他」、「未払金」に含まれている。   「その他」、「未払金」に含まれている。   「その他」、「未払金」に含まれている。 

 未収入金 ４０４ 百万円  未収入金 １，０９７ 百万円 未収入金 ５０１ 百万円 

 未払金 １５，３５３   未払金 １５，７８８  未払金 １５，０２１  

   

５ 手形割引高及び裏書譲渡高 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

 受取手形割引高 ３４８ 百万円  受取手形割引高 １９１ 百万円 受取手形割引高 ２００ 百万円 

 受取手形裏書譲渡高 １，０９４   受取手形裏書譲渡高 １，０７１  受取手形裏書譲渡高 １，７２２  

   

６ 中間連結期末日満期手形の会計処理に ―――――― ６ 連結期末日満期手形の会計処理につい

  ついては、手形交換日をもって決済処理し    ては、手形交換日をもって決済処理してい 

  ている。    る。 

   なお、当中間連結会計期間の末日は金融     なお、当連結会計期間の末日は金融機関

  機関の休日であったため、次の中間連結期    の休日であったため、次の連結期末日満期

  末日満期手形が中間連結期末残高に含ま    手形が連結期末残高に含まれている。 

  れている。    

 受取手形 ２，４１４ 百万円  受取手形 １，３７４ 百万円 

 支払手形 ２，２７０   支払手形 ２，４８７  

   

―――――― ７ 当社及び連結子会社（１社）においては、 ７ 当社及び連結子会社（１社）においては、

   運転資金の効率的な調達を行うため取引銀   運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

   行13行と当座貸越契約及び貸出コミットメン   行14行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

   ト契約を締結している。   ト契約を締結している。 

    当中間連結会計期間末における当座貸越    当連結会計年度末における当座貸越契約

   契約及び貸出コミットメントに係る借入未実   及び貸出コミットメントに係る借入未実行残 

   行残高は次のとおりである。   高は次のとおりである。 

  当座貸越極度額及び貸出コミット 当座貸越極度額及び貸出コミット 

  メントの総額 ２０，２５０ 百万円 メントの総額 ２０，２５０ 百万円 

  借入未実行残高 ―  借入未実行残高 ―  

  差引額 ２０，２５０  差引額 ２０，２５０  
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 （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

   

１ 販売費及び一般管理費のうち主なもの １ 販売費及び一般管理費のうち主なもの １ 販売費及び一般管理費のうち主なもの 

 運賃保管料 ５，６７５ 百万円  運賃保管料 ５，５７１ 百万円 運賃保管料 １１，３７４ 百万円

 貸倒引当金繰入額 １９   貸倒引当金繰入額 ６  貸倒引当金繰入額 ５  

 給料手当 ３，８９５   給料手当 ４，０２６  給料手当 ８，０７０  

 賞与引当金繰入額 ９０９   賞与引当金繰入額 ９０７  賞与引当金繰入額 １，３６４  

 退職給付費用 ２５９   退職給付費用 ３４３  退職給付費用 ３９８  

 減価償却費 １１０   減価償却費 ３８１  減価償却費 ４６５  

 賃借料 １，５０４   賃借料 １，５４８  賃借料 ３，０６６  

   

２ 固定資産除却損の主な内訳は建物及び ２ 固定資産除却損の主な内訳は建物及び ２ 固定資産除却損の主な内訳は建物及び

  構築物６百万円、機械装置及び運搬具３百   構築物８百万円、機械装置及び運搬具３２   構築物２９百万円、機械装置及び運搬具２４

  万円、その他９百万円である。   百万円、その他３３百万円である。   百万円、その他３９百万円である。 

   

３ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰 ３ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰 ３ ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金繰

  入額４百万円を含んでいる。   入額２０百万円を含んでいる。   入額３百万円を含んでいる。 

   

   

 
 
 
 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

   

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と １ 現金及び現金同等物の中間期末残高と １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結 

  中間連結貸借対照表に掲記されている科   中間連結貸借対照表に掲記されている科   貸借対照表に掲記されている科目の金額と

  目の金額との関係（平成 13 年 9 月 30 日現   目の金額との関係（平成 14 年 9 月 30 日現   の関係（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

  在）   在）  

 現金及び預金勘定 １６，２９９ 百万円  現金及び預金勘定 ８，０６２ 百万円 現金及び預金勘定 ７，９１３ 百万円

 預入期間が 3 ヶ月を   預入期間が 3 ヶ月を  預入期間が 3 ヶ月を  

 超える定期預金 
△１２４

  超える定期預金 
△６３

 超える定期預金 
△７９

 

 現金及び現金同等物 １６，１７５   現金及び現金同等物 ７，９９９  現金及び現金同等物 ７，８３４  

   

２ 仕入債務には、ファクタリング債務が含ま ２ 同左 ２ 同左 

  れている。   
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 （リース取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると １．リース物件の所有権が借主に移転すると

  認められるもの以外のファイナンス・リース取   認められるもの以外のファイナンス・リース取   認められるもの以外のファイナンス・リース取

  引   引   引 

 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却

  累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び中間期末残高相当額   累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  取 得 減価償却 中間期末    取 得 減価償却 中間期末  取 得 減価償却 期 末

  価 額 累 計 額 残 高    価 額 累 計 額 残 高  価 額 累 計 額 残 高

  相当額 相 当 額 相 当 額    相当額 相 当 額 相 当 額  相当額 相 当 額 相当額

 機械装   機械装 機械装 

 置及び   置及び 置及び 

 運搬具 

６，０２２ ６１３ ５，４０９ 

  運搬具

７，３５８ １，０７０ ６，２８８

運搬具 

６，９３３ ８１９ ６，１１４

   

 
その他 １，６３２ ７２６ ９０６ 

  
その他 １，７１５ ９０６ ８０９ その他 １，６６３ ７８０ ８８３

   

 
合 計 ７，６５４ １，３３９ ６，３１５ 

  
合 計 ９，０７３ １，９７６ ７，０９７ 合 計 ８，５９６ １，５９９ ６，９９７

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料中  （注）取得価額相当額は、従来、重要性の基  （注）取得価額相当額は、従来、重要性の基 

  間期末残高が有形固定資産の中間期末残   準により支払利子込み法で表示していたが   準により支払利子込み法で表示していたが

  等に占める割合が低いため、支払利子込み   重要性が増したため、前連結会計年度より   重要性が増したため、当連結会計年度より 

  法により算定している。   原則的方法による表示に変更している。   原則的方法による表示に変更している。 

     なお、支払利子込み法によった場合は下 

    記のとおりである。 

  （単位：百万円） 

   取 得 減価償却 期 末

   価 額 累 計 額 残 高

   相当額 相 当 額 相当額

  機械装 

  置及び 

  運搬具 

７，２３８ ９３６ ６，３０２

  

  
その他 １，７９４ ８４７ ９４７

  

  
合 計 ９，０３２ １，７８３ ７，２４９

  

 （２）未経過リース料中間期末残高相当額  （２）未経過リース料中間期末残高相当額  （２）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 １，０６７ 百万円  １年内 １，０１５ 百万円  １年内 ９９７ 百万円 

 １年超 ５，２４８   １年超 ６，１７４   １年超 ６，０９３  

 合計 ６，３１５   合計 ７，１８９   合計 ７，０９０  

 （注）未経過リース料中間期末残高相当額は､  （注）未経過リース料中間期末残高相当額は  （注）未経過リース料期末残高相当額は、従 

  未経過リース料中間期末残高が有形固定   、従来、重要性の基準により支払利子込み   来、重要性の基準により支払利子込み法で

  資産の中間期末残高等に占める割合が低   法で表示していたが、重要性が増したため、   表示していたが、重要性が増したため、当 

  いため、支払利子込み法により算定してい   前連結会計年度より原則的方法による表示   連結会計年度より原則的方法による表示に

  る。   に変更している。   変更している。 

     なお、支払利子込み法によった場合は下 

    記のとおりである。 

   １年内 １，２３９ 百万円 

   １年超 ６，０１０  

   合計 ７，２４９  
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自 平成 13 年 4 月 1 日 （自 平成 14 年 4 月 1 日 （自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 9 月 30 日） 至 平成 14 年 3 月 31 日） 

   

 （３）支払リース料及び減価償却費相当額  （３）支払リース料、減価償却費相当額及び  （３）支払リース料、減価償却費相当額及び 

 支払リース料 ４３５ 百万円    支払利息相当額    支払利息相当額 

 減価償却費相当額 ４３５   支払リース料 ６４８ 百万円 支払リース料 ９８９ 百万円

  減価償却費相当額 ５５５  減価償却費相当額 ８５９  

  支払利息相当額 １２７  支払利息相当額 １６７  

   

 （４）減価償却費相当額の算定方法  （４）減価償却費相当額の算定方法  （４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零    同左    同左 

  とする定額法によっている。   

   

――――――  （５）利息相当額の算定方法  （５）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当    同左 

   額との差額を利息相当額とし、各期への配  

   分方法については利息法によっている。  

   

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料   未経過リース料   未経過リース料 

 １年内 ４ 百万円  １年内 ６ 百万円  １年内 ５ 百万円

 １年超 ９   １年超 ９   １年超 ８  

 合計 １３   合計 １５   合計 １３  
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    ５５５５    有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    
 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成 13 年 9 月 30 日） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  中間連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 （１）国債・地方債等 １，２２５ 百万円 １，２２５ 百万円 ０ 百万円  

 （２）社債 ２，０４８  ２，０４８  ０   

 （３）その他 ―  ―  ―   

 計 ３，２７３  ３，２７３  ０   

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額  

 （１）株式 ８，９３２ 百万円 ７，４４７ 百万円 △１，４８５ 百万円  

 （２）債券     

   ①国債・地方債等 ― ― ―  

   ②社債 ― ― ―  

   ③その他 ― ― ―  

 （３）その他 １０５ １０２ △３   

 計 ９，０３７ ７，５４９ △１，４８８   

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 （１）満期保有目的の債券     

    非上場外国債券 １１７ 百万円   

 （２）その他有価証券     

    非上場株式   

    （店頭売買株式を除く） 
８２９ 百万円 

  

 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成 14 年 9 月 30 日） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  中間連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 （１）国債・地方債等 ２７５ 百万円 ２７５ 百万円 ０ 百万円  

 （２）社債 ２，０４８  ２，０４８  ０   

 （３）その他 ―  ―  ―   

 計 ２，３２３  ２，３２３  ０   

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額  

 （１）株式 ８，６９７ 百万円 ７，７２０ 百万円 △９７７ 百万円  

 （２）債券     

   ①国債・地方債等 ― ― ―   

   ②社債 ― ― ―   

   ③その他 ― ― ―   

 （３）その他 １０２ ９２ △１０   

 計 ８，７９９ ７，８１２ △９８７   
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３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額  

 （１）満期保有目的の債券     

    非上場外国債券 １２２ 百万円   

 （２）その他有価証券     

    非上場株式   

    （店頭売買株式を除く） 
１，３９６ 百万円 

  

 

 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成 14 年 3 月 31 日） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額  

 （１）国債・地方債等 ２５ 百万円 ２５ 百万円 ０ 百万円  

 （２）社債 ２，０４８  ２，０４８  ０   

 （３）その他 ―  ―  ―   

 小 計 ２，０７３  ２，０７３  ０   

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  取得価額 連結貸借対照表計上額 差額  

 （１）株式 ８，７０１  ７，３１３  △１，３８８   

 （２）債券       

   ①国債・地方債等 ―  ―  ―   

   ②社債 ―  ―  ―   

   ③その他 ―  ―  ―   

 （３）その他 １０５  １０３  △２   

 計 ８，８０６  ７，４１６  △１，３９０   

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 （１）満期保有目的の債券     

    非上場外国債券 １３２ 百万円   

 （２）その他有価証券     

    非上場株式   

    （店頭売買株式を除く） 
１，６２０ 百万円 

  

 

（注） １．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、１百万円減損処理を行っている。なお、当該株式の減損処

 理については、次の基準により実施している。 

 （１）時価が取得原価の 50％以上下落したもの。 

 （２）時価の下落率が 2 年以上にわたり取得原価の 30％以上 50％未満の場合には、該当する銘柄の株式について回復可能性を検討し、期

 末日後（又は中間期末日後）概ね 1年以内に、下落率が取得原価の 30％未満の水準まで回復する見込がないと判断されたもの。 
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    ６６６６    デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係デリバティブ取引関係    
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（単位：百万円） 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

 （平成 13 年 9 月 30 日） （平成 14 年 9 月 30 日） （平成 14 年 3 月 31 日） 

 

対象 

物の 

種類 

取引の種類 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

 金利 スワップ取引    

  受取変動・ 

    支払固定 
22,600 △1,967 △1,967 - - - - - -

      

 合   計 22,600 △1,967 △1,967 - - - - - -

 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 
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    ７７７７    セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報    
 （１）事業の種類別セグメント情報 

 

  前中間連結会計期間（自平成 13 年 4 月 1日 至平成 13 年 9 月 30 日） （単位：百万円）

  住宅・建設資材 住宅・建設工事

  関 連 事 業 関 連 事 業
計 消去又は全社 連  結 

 売上高  

 （１）外部顧客に対する売上高 ７９，０８６ １３，０９５ ９２，１８１ ― ９２，１８１

 （２）セグメント間の内部売上高又は振替高 ４０ １３６ １７６ （１７６） ―

 計 ７９，１２６ １３，２３１ ９２，３５７ （１７６） ９２，１８１

 営業費用 ７７，３８４ １２，９１４ ９０，２９８ （１７６） ９０，１２２

 営業利益 １，７４２ ３１７ ２，０５９ ― ２，０５９

 

  当中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1日 至平成 14 年 9 月 30 日） （単位：百万円）

  住宅・建設資材 住宅・建設工事

  関 連 事 業 関 連 事 業
計 消去又は全社 連  結 

 売上高  

 （１）外部顧客に対する売上高 ７８，４８６ １２，８８７ ９１，３７３ ― ９１，３７３

 （２）セグメント間の内部売上高又は振替高 １８ ２９ ４７ （４７） ―

 計 ７８，５０４ １２，９１６ ９１，４２０ （４７） ９１，３７３

 営業費用 ７７，６６１ １２，４４５ ９０，１０６ （４７） ９０，０５９

 営業利益 ８４３ ４７１ １，３１４ ― １，３１４

 

  前連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） （単位：百万円）

  住宅・建設資材 住宅・建設工事

  関 連 事 業 関 連 事 業
計 消去又は全社 連  結 

 売上高  

 （１）外部顧客に対する売上高 １５５，３３７ ２９，８１６ １８５，１５３ ― １８５，１５３

 （２）セグメント間の内部売上高又は振替高 ６７ ― ６７ （６７） ―

 計 １５５，４０４ ２９，８１６ １８５，２２０ （６７） １８５，１５３

 営業費用 １５２，６４２ ２８，６２７ １８１，２６９ （６７） １８１，２０２

 営業利益 ２，７６２ １，１８９ ３，９５１ ― ３，９５１

 

（注） １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

 ２．各区分の主な製品 

 （１）住宅・建設資材関連事業・・・繊維板、特殊合板、住宅機器等の製造、販売 

 （２）住宅・建設工事関連事業・・・戸建住宅、マンション等の建築、販売及び建設工事の設計、施工 
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 （２）所在地別セグメント情報 

 

 前中間連結会計期間（自平成 13 年 4 月1日 至平成13 年 9 月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1日 至平成14 年 9 月 30 日）

及び前連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

 

 
 （３）海外売上高 

 

 前中間連結会計期間（自平成 13 年 4 月1日 至平成13 年 9 月 30 日）、当中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1日 至平成14 年 9 月 30 日）

及び前連結会計年度（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） 

  海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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    ８８８８    生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況    
  （１）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。  （単位：百万円） 
事業の種類別セグメントの名称 金 額 前年同期比（％）

住宅・建設資材関連事業 ４０，９１５ △５．６

住宅・建設工事関連事業 ６，７５１ △１３．６

合    計 ４７，６６６ △６．９

（注） １．金額は販売価格によっている。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期完成工事高を表示している。 

 
  （２）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。  （単位：百万円） 
事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％） 

住宅・建設資材関連事業 １，４１４ △３．０ ３９５  ＋１１．０

住宅・建設工事関連事業 ９，５４８ △４．３ ７，６５５  △２７．４

合    計 １０，９６２ △４．１ ８，０５０  △２６．１

（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 ２．住宅・建設資材関連事業は計画生産を中心としており、一部受注生産を行っている工業用特殊合板の受注実績を表示している。 

 ３．住宅・建設工事関連事業は当期工事受注高及び工事受注残高を表示している。 

 
  （３）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。  （単位：百万円） 
事業の種類別セグメントの名称 金 額 前年同期比（％）

住宅・建設資材関連事業 ７８，４８６ △０．８

住宅・建設工事関連事業 １２，８８７ ＋１．６

合    計 ９１，３７３ △０．９

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

  

 


